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抄　録:知的障害特別支援学校では，伝統的に「教科」・「領域」別の学習と，「各教科等を合わせた指導」との学習指導が

行われてきた。そうした中で教科の系統性の在り方が問われてきた。本研究では特別支援学校学習指導要領（知的）に示

される「国語科」の内容と，典型発達児の 0 歳～ 12 歳までの「国語科」に関連した発達段階とを関連付け，個々に対応し

た系統性のある学びを実現する指標として「発達段階別にみる指導内容参照表」を作成した。知的障害特別支援学校の小

学部から高等部までの「国語科」の内容を可視化することで，個別最適化に向けた授業構築や指導計画の作成の指標とし

ての効果が得られると考えられた。
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Ⅰ．問題と目的

1．インクルーシブ教育の推進と学習指導要領の改訂

　インクルーシブ教育が推進される中，特別支援教育と小・中・高等学校の教育課程の各教科の関連性の整理

や教育課程の円滑な接続が求められている（中央教育審議会，2016a）。2017 年に公示された特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領，2019 年に公示された特別支援学校高等部学習指導要領では，知的障害教育各教科の

目標や内容についても，育成を目指す資質・能力の三つの柱で整理されるなどの改善がなされた。これらの学

習指導要領の改訂では，知的障害教育においても，教育が目指すところは小学校等と同じであることがより明

確にされ，特に必要な場合には，当該児童生徒の生活年齢に相当する段階までの，通常教育における学習指導

要領に示された各教科の目標・内容まで指導できることが明示された。従前より行われてきた知的障害児への

「各教科等を合わせた指導」においても，教科の目標及び内容，系統性に基づくことや，個の発達段階に応じた

適切性について，明確な根拠の説明等が求められた。このように，知的障害教育においては，学びの連続性が

重視され，育む資質・能力の視点を教科の内容を通して明確にした授業づくりが求められるようになったとい

えよう。

2．知的障害教育における「各教科等を合わせた指導」

　知的障害教育を行う特別支援学校においては，特別支援学校学習指導要領の各教科の内容に基づいた学習指

導を行うことになる。その指導の形態には，教科ごとの時間を設けて指導を行う「教科別の指導」と，学校教

育法施行規則第130条第2項による「各教科等を合わせた指導」がある（文部科学省，2018a）。「各教科等を合
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図１　知的障害特別支援学校における療育手帳判定状況

※令和元年度情報交換資料全国まとめ（全国特別支援学校知的障害教育校長会，2019）より

わせた指導」は，「日常生活の指導」，「遊びの指導」，「生活単元学習」，「作業学習」などの指導の形態として現

在も多くの知的障害特別支援学校で実践されている。分藤（2016）は，「各教科等を合わせた指導」はあくま

でも指導の方法であり，合わせて指導を行う際の指導内容は，各教科に示す内容をもとに児童生徒の実態把握

を行い，具体的な指導内容を設定する手続きを明確にし，児童生徒が何を学んでいるか分からない授業，活動

が先にあるようなパターン化された学習にならないようにとしている。また中央教育審議会（2016b）におい

ても，各教科を合わせて指導を行う場合，各教科の目標・内容を関連付けた指導及び学習評価の在り方が曖昧

になりやすいという側面や，各教科等の目標が十分理解されずに指導や評価が行われている側面があることが

指摘されている。このように「各教科等を合わせた指導」においても，特別支援学校学習指導要領における各

教科の目標・内容を基盤とし，児童生徒の実態に合わせた授業づくりや学習評価の在り方の検討が必要なので

ある。

3．知的障害教育における「教科」

　河村（2020）は，知的障害特別支援学校の教育課程編成の在り方について述べ，知的障害教育における「教科」は，

初めて学習指導要領として制定された「養護学校小学部・中学部学習指導要領−精神薄弱教育論−」（事務次官通達，

1963）から，小学校等の「教科」とは性格の異なるものとされてきたとしている。知的障害の発達の状態や学

習上の特性に応じた学びの内容を担保し，連続性のある教育課程を設計するためには，教育課程の中心をなす「各

教科」を子どもの発達段階に則って系統化していくことが重要であるとした。

　また徳永（2014）は，障害が重度であっても，教科の枠組みでつけたい力を把握し共通理解する試みとして，「教

科の視点による尺度（Sスケール）」の開発を行なった。発達の道筋は，障害の有無に関わらず基本的に同じと

するならば，知的障害教育における「教科」は，乳幼児期の発達段階に相当する内容にまで範囲を広し，小学

校の各教科との連続した系統化を図る必要がある。

　すなわち，乳幼児期から学齢期の発達段階に沿った「教科」の系統性のあり方を検討することにより，知的

障害のある子どもたちの本質的な学びの連続性に応じることができると考えられるのである。

4．問題の所在と目的

　知的障害教育におけるカリキュラム構築の実際については，学校の伝統や個々の教師の力量・裁量に委ねら

れてきた。特別支援学校に在籍する児童生徒の障害の重度化・多様化，そして発達障害の児童生徒の入学など

から，認知的側面の発達状態の幅が広がってきている。こうした状況の中で，児童生徒一人一人に適した学習

活動や教材の最適化を図る専門性の向上が課題となっている（山元・小岱，2019）。

　知的障害特別支援学校における児童生徒の療育手帳の判定状況を図 1 に示した。療育手帳は，児童相談所又

は知的障害者更生相談所等において知的障害であると判定された者に対して交付されるものである。療育手帳
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制度の概要（厚生労働省，2020）によると，A判定の基準は，知的障害の場合，知能指数が概ね 35 以下であっ

て，日常生活の介助の必要性や問題行動があるものとされる。またB判定は，A判定以外のものとされているが，

一般に知能指数が 70 未満のものである。知的障害特別支援学校の児童生徒の発達年齢を推定してみると，小学

部の生活年齢が 6 歳～ 12 歳であることから発達年齢は 0 歳代～ 8 歳代前半に分布しているのではないかと考え

られた。高等部普通科においても約 30%がA判定であり，発達年齢はおおよそ 12 歳代までの生徒が在籍してい

ることが考えられた。窪田・藤井（2020）は，特に高等部で実態差が大きくなることから個々の目標設定の難

しさが課題であると述べている。

　前述したように，知的障害特別支援学校の教員は，多様な実態の子どもの指導を行う必要があることから，

心身の発達段階や発達機序等を十分に把握する専門性が求められている。個別の指導目標及び学習内容を選定

するためには，発達の道筋を理解するとともに，特別支援学校学習指導要領に示された教科の学習内容につい

て発達段階を視座としながら捉えることが必要なのである。

　そこで本研究では，特別支援学校学習指導要領に示された「国語科」の内容に視点をあて，発達の道筋を視

座として指導内容の系統性を整理し，構造化して示すことを目的とした。

Ⅱ.方法

1．知的障害教育における「国語科」の内容の整理

　知的障害を対象とした特別支援学校学習指導要領解説各教科等編（文部科学省，2018b）の「国語科」に示

されている［知識及び技能］，［思考力・判断力・表現力等］の内容と，発達検査及び発達理論で示されている

典型的発達児の認知的側面の通過年齢（50％通過を基準）及び小学校学習指導要領解説編（国語編）に示され

ている内容との対応を精査した。

2．「国語科」に関連した乳幼児期の発達の道筋の整理

　0 歳から 6 歳までの各年齢で典型的発達を示す幼児の「国語科」に関連する認知行動面の様相は，新版Ｋ式

発達検査 2001（京都国際社会福祉センター，2002），乳幼児精神発達診断法（津守・稲毛 1961：津守・磯部，

1965），遠城寺式乳幼児分析的発達検査法（遠城寺，1960），日本版デンバー式発達スクリーニング検査（上田，

1980），岩立・小椋ら（2005）による言語発達に関する先行研究，就学前子供の保育（習志野市，2003），小

学校学習指導要領解説国語編（文部科学省，2017）などを参考とし整理した。

　また，7 歳以降については，小学校学習指導要領の指導内容を参考として，相当する内容の文言と解説から関

連を示した。

3．知的障害教育における「国語科」の「発達段階別にみる指導内容参照表」の作成

　「国語科」の内容と児童生徒の発達段階を対応するための「発達段階別にみる指導内容参照表」を作成した。

これには，［思考力・判断力・表現力等］（0 〜 6 歳）の指導内容に関わる子どもの発達の流れや，各段階で獲得

する力について参照欄を設けて示し，目標や内容設定の手がかりとなるようにした。

　［知識及び技能］と［思考力・判断力・表現力等］は相互に関連し合いながら育成される必要があるとしてい

る。このことから，［思考力・判断力・表現力等］の指導を充実させることで，［知識及び技能］の内容も身に

付くと考えられたため，［思考力・判断力・表現力等］について参照欄を設けた。また，この欄は，発達年齢が

6 ヶ月未満から6歳に適する指導内容について示した。
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Ⅲ．結果

1．特別支援学校学習指導要領（知的）「国語科」の指導内容に適した発達年齢（目安）の整理

　特別支援学校学習指導要領（知的）「国語科」の指導内容（小学部～高等部）について，乳幼児期並びに児童

期の典型的な発達段階に合わせた一覧を表 1〜 4に示した。表 1〜 4では，指導に適する起点となる発達段階か

ら，同じ系統の次段階の指導内容に適する発達段階までを典型的発達に対応した発達年齢に応じ帯状に示した。

特別支援学校学習指導要領（知的）「国語科」で示されている内容について小学部は「小」として青色，中学部

は「中」として緑色，高等部は「高」として黄色に色分けした。また，特別支援学校学習指導要領は，小学部3
段階，中学部2段階，高等部2段階で示されている。各段階については色の濃淡で示した。色の最も薄いものが

1段階（①と示した），濃度が上がると2段階（②と示した），3段階（③と示した）とした。
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図 2　「国語科」の指導内容と発達年齢（［知識及び技能］・［思考力・判断力・表現力等］）

発達年齢の目安 0    1     2       3        4        5       6        7       8       9       10       11      12 

小 1 段階              

小 2 段階              

小 3 段階              

中 1 段階              

中 2 段階              

高 1 段階              

高 2 段階              

2.特別支援学校学習指導要領（知的）「国語科」の特徴と構造

　「国語科」の内容は，［知識及び技能］については「言葉の特徴や使い方」，「情報の扱い方」，「我が国の言語文化」

の三つの系統，［思考力・判断力・表現力等］については「聞くこと・話すこと」，「書くこと」，「読むこと」の

三つの領域で構成されていた。それを小学部から高等部まで系統的に整理した。小学部の学習指導要領の1段階

は「知的発達が極めて未分化」と示されており，典型的発達児の生後 6 ヶ月ごろまでの認知発達に対応した項

目が示されていた。こうしたことから，重度の知的障害のある児童生徒においても，教科「国語科」としての

指導内容を選定する指標となると考えられた。特に，小学部の指導内容は，知的障害のある児童生徒の発達の

状況や学習上の特性に合わせて，身近な人との関わりや遊びなど，児童の日常生活に関連のある場面や言語活動，

行動として示されていた。これは「各教科等を合わせた指導」の学びの内容として，教科の系統性を検討する

上で重要な資料になると考えられた。また，それぞれの指導内容は，学習過程に沿った指導事項で系統的に構

成され，0歳の発達段階から始まり，小学校の学習指導要領に連続していた（表1〜表4参照）。

　図 2 は，［知識及び技能］（実線矢印）及び［思考力・判断力・表現力等］（破線矢印）の指導内容と発達年齢

との関連を示したものである。

　［知識及び技能］は，特別支援学校学習指導要領で示されている「国語科」の小学部 1 段階の「言葉の特徴や

使い方」や「我が国の言語文化」など，言葉に触れる活動内容は，1 歳未満の発達段階の内容であった。また，

小学部 3 段階の内容は，2 歳 6 ヶ月から小学校第 2 学年と最も幅が広かった。中学部の内容は，「言葉の特徴や

使い方」で発達年齢が 5，6歳のものがあったが，概ね小学校第 1〜 4学年に相当した内容であることであった。

高等部の内容は，小学校第3〜6学年の内容に準拠していた。

　［思考力・判断力・表現力等］は，小学部 1 段階では，「聞くこと・話すこと」，「読むこと」に関する内容で，

1 歳未満の早期の発達段階の内容が多かった。「書くこと」に関しては，想起に関する内容は 1 歳未満であるが，

書く活動は 3 歳 6 カ月以降の内容であった。「読むこと」の内容は，5，6 歳の発達段階ではより高次の内容へと

展開されていた。中学部の内容は，6歳から小学校第3学年に相当している。「聞くこと」では「話を書き留める」

という内容，「書くこと」では「事実と自分の考えとの違い」という文言，「読むこと」では「日常生活で必要な」

という独自の表現で示された指導内容が各 1項目あった。高等部の内容は，概ね小学校第 3〜 6学年の指導内容

に準拠していた。［思考力・判断力・表現力等］の指導内容が発達早期の段階から取り組めるように具体的に

示され，それらの活動を通して，関連する［知識及び技能］の指導内容が育つように構成されていた。

3．知的障害教育における「国語科」の「発達段階別にみる指導内容参照表」の作成

　「発達段階別にみる指導内容参照表」は，典型的発達の始点から，児童生徒の発達段階に応じた国語科の内容

を検討する糸口となり，系統性のある学習内容を提供するための指標としての役割を果たすことが期待される。

［思考力・判断力・表現力等］の 0 〜 6 歳段階に応じた内容の下に，それぞれの典型的発達の系統と獲得したい

力を示した。この参照欄は，［知識及び技能］の内容との関連や相互発達の視点を踏まえて，子どもの一体的な

発達の流れを示すことを目的とし，田中（1987）や白石（1994）を参考にし，各段階のキーワードをまとめた。

62 63総合教育臨床センター研究紀要  第 2号 知的障害教育における発達段階に応じた授業づくり



表
5　

「
国

語
科

」
［

思
考

力
・

判
断

力
・

表
現

力
等

］
「

聞
く

こ
と

・
話

す
こ

と
」

の
「

発
達

段
階

別
に

み
る

指
導

内
容

参
照

表
」
（

０
〜

６
歳

）

64 総合教育臨床センター研究紀要  第 2号



表
6　

「
国

語
科

」
［

思
考

力
・

判
断

力
・

表
現

力
等

］
「

書
く

こ
と

」
「

読
む

こ
と

」
の

「
発

達
段

階
別

に
み

る
指

導
内

容
参

照
表

」
（

０
〜

６
歳

）

64 65総合教育臨床センター研究紀要  第 2号 知的障害教育における発達段階に応じた授業づくり



Ⅳ．考察

　特別支援学校学習指導要領の各学部・各段階の「国語科」の内容を，乳幼児期から学齢期までの発達段階に

照らし合わせて整理した。その結果，特別支援学校学習指導要領で示された知的障害教育の「国語科」の内容

は0歳代の発達段階から，小学校第6学年までの小学校学習指導要領の国語科の学習内容に準拠していた。

　特別支援学校学習指導要領の総則における教育目標では，小学部においては小学校教育の目標，中学部にお

いては中学校教育の目標，高等学校の教育の目標の達成に努めなければならないとあり，目標の達成にあたっ

ては，児童生徒の障害の状態及び特性等を十分考慮すべきことが明示されている。また，総則第8節の重複障害

者等に関する教育課程の取り扱いでは，特に必要がある場合には，各教科の各学年の目標及び内容の一部又は

全部を，当該各学年より前の各学年の目標及び内容の一部又は全部によって替えることができるとある。

　当該学年の目標・内容を指導することが原則ではあるが，前述した療育手帳判定状況からもわかるように，

知的障害のある児童生徒においては，ゆっくりとした知的発達が前提となる。そうした中でも「国語科」に示

される「聞くこと・話すこと」，「書くこと」，「読むこと」などの視点は，知的障害の状態等に応じた適切な指

導内容を設定するために必要なことである。児童生徒の発達の段階や障害の特性などを的確に把握する力と併

せて，当該学年と下学年を通した教科の系統性の中から，適切な指導内容を選択し設定する力が教員には必要

であろう。このことが，知的障害教育における教科の指導，とりわけ，知的発達を基盤とする概念的スキルを

要する教科の指導に関する様々な課題を解決していくための一つの足跡となるのではないかと考える。

　本稿では，発達段階を視点として，一人一人に適切で効果的な教科の内容を選定した授業づくりの方策につ

いて検討してきた。その一つの手立てとして，児童生徒の発達段階の把握と，教科の系統性を結び付けたツー

ルとして，「指導内容と発達年齢（目安）の整理」を作成した。これが，個々の知的発達の段階に応じた指導内

容と目標を設定する一助となり，教科の内容を踏まえた授業づくりにつながると考えた。個々の発達段階を把

握し，系統性を踏まえた目標設定を行うことで，根拠に基づいた授業づくりや見通しをもった学習展開，明確

な学習評価が可能になり，発達検査や知能検査等のアセスメント結果を日々の指導に活用することにもつなが

ると考えた。

　また，特別支援学校学習指導要領の小学部から高等部までの「国語科」の目標・内容を読み解き，学習のつ

ながりを「発達段階別にみる指導内容参照表」として可視化したことで，将来の到達目標を見通した指導計画

の作成や，乳幼児期並びに児童期の典型的発達の道筋を理解した題材設定や支援方法の実現が可能となる。「各

教科等を合わせた指導」においても，「国語科」として取り扱う指導内容を参照することで，教科の指導内容を

根拠とした系統的な学びとして構築できると考えた。

　今後は，生活年齢ごとに適する題材などの参照も加えて，より授業づくりに活用できるツールとしていきたい。

また，本稿で示した指導内容と発達段階の整理については，様々な発達理論によって異なる見方ができること

から，今後さらに妥当性を吟味し，精緻化を図りたいと考えている。
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